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１ 目 的 

この要項は、兵庫県立加古川医療センター（以下「当センター」という。）において行

政財産の使用許可を受けて、病院利用者へのサービス向上と職員の福利厚生の充実を図る

ため、売店、食堂・自動販売機・入院セットレンタル（以下「売店、食堂等」という。）

を運営する事業者（以下「運営事業者」という。）を公募型プロポーザル方式により選定

するため、必要な手続等について定めるものです。 

 

２ 当センターの概要 

（１）病床数（令和２年４月１日現在） 

   許可病床数＝３５３床 

稼働病床数＝３５３床 

標榜診療科＝２８科（内科、呼吸器内科、消化器内科、循環器内科、腎臓内科、脳神経

内科、糖尿病・内分泌内科、緩和ケア内科、感染症内科、外科、消化器外

科、心臓血管外科、脳神経外科、乳腺外科、整形外科、形成外科、精神科、

リウマチ科、皮膚科、泌尿器科、婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、リハビリテ

ーション科、放射線科、麻酔科、病理診断科、救急科） 

（２）患者数 

平成30年度・１日当たり 入院患者数＝275人  外来患者数＝748人  

   令和元年度・１日当たり 入院患者数＝287人  外来患者数＝754人 

（３）職員数 

令和２年５月現在  819人（臨時職員、会計年度任用職員等を含む） 

（４）当センターで働く委託業者従業員数 

令和２年５月現在 約200人（医事、清掃、警備等） 

（５）外来診療日 

土・日曜日、国民の祝日及び12月29日から１月３日を除く毎日 

 

３ 売店、食堂等の概要 

（１）売 店 

① 場所、面積等 

売店の場所は本館１階（６階建・別添図面参照）の一角 

売店面積＝７４．２８㎡（床面積） 

② 店舗装飾、什器備品等 

売店の装飾、又はその変更については、当センターと協議の上、その了解のもとに

行うことが出来るものとしますが、工事費用等は運営事業者の負担とします。 

なお、床はビニルタイル貼り、壁はクロス貼り（石膏ボード下地）、天井はロック

ウール化粧吸音板仕上げまでは施工済みです。 

又、売店運営に必要な機器、什器・備品等は運営事業者が用意することとし、設置

費用等も運営事業者の負担とします。 

③ 電気・機械設備等 

 照明、コンセントその他の電源など、売店における必要な電源工事費用は運営事業

者の負担とします。 

電灯、動力の回線は区画内電源主幹止めで施工済みです。空調・換気は機器が設置

済みです。又、給排水はバルブ止めとなっています。 
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    【電気設備可能容量】 

     幹線 主電源  一般 ＡＣ１φ３Ｗ（電灯） 電力量計付 

             主幹 

              ＭＣＣＢ１００／１００ 

             一般 ＡＣ３φ３Ｗ（動力） 電力量計付 

             主幹 

              ＭＣＣＢ１００／１２５ 

  ④ 契約終了時（途中解約時を含む）の原状復帰 

運営事業者が、設置した機器、什器・備品等、及び工事を行った、内装等及びその変

更、電源・給排水設備については、運営事業者の負担で、原状に復してください。 

（２）食 堂 

① 場所、面積等   

食堂の場所は本館地階（６階建・別添図面参照）の一角 

食堂面積＝４０５㎡（床面積） 

   （外来食堂１４０．５㎡、職員食堂１４５㎡、厨房１１９．５㎡）  

② 食堂装飾、什器備品等 

床はビニルタイル貼り、壁はクロス貼り（石膏ボード下地）、天井はロックウール

化粧吸音板仕上げまでは施工済みです。 

内装、又はその変更については、当センターと協議の上、その了解のもとに行うこ

とができるものとしますが、工事費用等は運営事業者の負担とします。 

又、外来食堂の運営に必要なテーブル、椅子、機器等の備品、食器等の什器は運営

事業者が用意し、設置費用等も運営事業者の負担とします。 

なお、職員食堂のテーブル、椅子、機器等の備品は当センターで設置します。 

③ 厨房機器、電気・機械設備等 

    特殊な厨房機器を除き、通常の厨房等で使用する冷蔵庫、ガステーブル、ガス回転

釜等の厨房機器は別紙一覧のとおり、当センターで設置します。 

照明、コンセントその他の電源、空調機器、給排水設備は施工済みです。 

又、給茶器の配管天井止めです。 

④ 契約終了時（途中解約時を含む）の原状復帰 

運営事業者が設置した機器、什器・備品等、及び工事を行った内装等及びその変更

については、運営事業者の負担で原状に復旧してください。 

 

（３）自動販売機 

① 設置場所、面積等 

物件 

番号 

設置場所及び外形寸法上限 

（幅×奥行き） 

台数 品目 

Ａ 本館１階 売店への通路横 

３．９ｍ×０．８５ｍ 

２台 清涼飲料水 

1台はカップ式も可 

Ｂ 本館１階 救急待合いホール横 

２．６ｍ×１．５ｍ 

２台 清涼飲料水 

1台はカップ式も可 

Ｃ 本館３階 デイラウンジ 

１．５ｍ×０．８５ｍ 

１台 清涼飲料水 

Ｄ 本館４階 デイラウンジ 

１．５ｍ×０．８５ｍ 

１台 清涼飲料水 
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Ｅ 本館５階 デイラウンジ 

１．５ｍ×０．８５ｍ 

１台 清涼飲料水 

Ｆ 本館６階 デイラウンジ 

１．５ｍ×０．８５ｍ 

１台 清涼飲料水 

Ｇ 南館１階 エレベーターホール横 

１．８ｍ×０．８５ｍ 

１台 清涼飲料水 

Ｈ 本館１階 時間外出入口 救急受付前 

０．４７×０．３７ｍ 

１台 マスク 

※外形寸法上限には、付設するゴミ箱を含む。（原則、飲料自動販売機１台につき１個の

ゴミ箱を設置すること。） 

② 電気・機械設備等 

  物件番号Ａ、Ｂ 

幹線 ＡＣ１φ３Ｗ 主電源 ３０Ａ、ブレーカー ＥＬＢ２０Ａ ２回路 

物件番号Ｃ～Ｇ 

幹線 ＡＣ１φ３Ｗ 主電源 ３０Ａ、ブレーカー ＥＬＢ２０Ａ １回路 

③ 給排水はありません。 

④ 自動販売機の設置撤去に要する工事費、移転費等は、運営事業者の負担とします。 

⑤ 自動販売機の設置に伴い発生が予想される空き缶入れ、ごみ入れなどを設置し、  

定期的に回収してください。 

（４）入院セットレンタル 

 ①場所、面積等 

在庫保管場所：本館地下 用品倉庫6.6㎡ 

       病棟各階の保管棚0.23㎡～0.53㎡ 

 回収品保管場所：病棟各階 回収ワゴン １箇所あたり0.48㎡ 

 受付場所：病棟各階 ナースステーションカウンター 0.1㎡ 

  ※現在の使用場所、面積は別添一覧のとおり。在庫保管は、当センター指定の保管棚を使

用し、回収品保管場所には、回収ワゴンを、受付場所には、受付ボックスを設置すること。 

   回収ワゴン ３個×９箇所 

  受付ボックス ９箇所 

 

４ 応募資格 

応募資格は次のとおりとし、次の要件をすべて満たす者に限り、応募することができま

す。また、２者の連合体による応募を認めます。 

（１）事業実績のある者 

① 食料品、飲料及び日用雑貨等を販売する小売店舗の売場面積が７０㎡以上のものを、

公募開始日の前日までの過去１年以上、継続して健全な経営を行っている者であること。 

② 飲食店舗で、当センターの外来食堂及び職員食堂と同等以上(月間 ６，０００食)の

食数を提供する食堂を、公募開始日の前日までの過去１年以上、継続して健全な経営を

行っている者であること。 

（２）本要項に定める条件を充足し、円滑に実行できる資力、信用及び能力等を備えている

者であること。 

（３）許認可等の取得者 

売店、食堂等の業務に当たり、食品衛生法等の関係法令等の規程に基づく許認可等（

届出を含む）が事前に必要な場合は、応募の時点においてそれらを有する者であるこ
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と。 

（４）欠格要件に該当しない者 

次の①から⑥に掲げるいずれの項目にも該当しない者であること。 

① 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に基づく兵庫県の入

札参加資格制限基準による資格制限を、本公告の日から企画提案書の受付期間の末日ま

での間において受けている者 

② 兵庫県の指名停止基準に基づく指名停止を、本公告の日から企画提案書の受付期間の

末日までの間において受けている者 

③ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生

法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者 

④ 公募開始日の前日までの過去 1 年間、食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）に違反

したとして行政処分を受けた者 

⑤ 兵庫県暴力団排除条例（平成22年条例第35号）第2条第1号に規定する暴力団又は

第3号に規定する暴力団員に該当する者 

  兵庫県暴力団排除条例施行規則（平成 23 年公安委員会規則第 2 号）第 2 条各号に規

定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当する者 

⑥ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成11年法律第147号）第５

条第１項に規定する観察処分を受けた団体に該当する者 

 

５ 公募条件 

（１）使用許可の期間 

令和３年４月１日から令和６年３月31日までの３年とします。 

なお、この許可期間内に許可条件の遵守及び良好なサービスの提供が行われ、売店、

食堂等の運営に特段の問題を生じなかった場合、当初の許可条件を変更しないことを前

提とし、引き続く３年間を限度として使用許可を更新することができるものとします。 

（２）使用料 

運営事業者は、次に掲げる区分に従い、使用料を提案するものとします。 

① 基本使用料 

    運営事業者は、次に掲げる区分に従い、使用料を提案するものとします。 

ア 本館１階 売店部分（７４．２８㎡） 

年額 ￥１，９７９，７９８円 

イ 本館地階 外来食堂、厨房部分（２５９．８５㎡） 

年額 ￥６，８６３，２１１円  

なお、低廉な価格で飲食物を提供する場合は、病院局公有財産取扱規程（平成 

14年病院局管理規定第19号）第27条に基づき、使用料を50％減免することがある。 

   ウ 本館地下 入院セット用品倉庫（６．６㎡） 

      年額 ￥１８４，７８１円 

   ※上記面積の外に付帯設備を要する場合は、別途面積に応じた使用料がかかります。 

   エ 自動販売機部分・１台あたり 及び 入院セット保管場所部分・１箇所あたり 

ｱ）専用部分の面積が０．４平方メートル未満のもの  

     年額 ￥４，２１０円  

ｲ）専用部分の面積が０．４平方メートル以上０．７平方メートル未満のもの 

年額 ￥７，３５０円  

ｳ）専用部分の面積が０．７平方メートル以上１．０平方メートル未満のもの  

年額 ￥１０，８１０円 
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ｴ) 専用部分の面積が１．０平方メートル以上２．０平方メートル未満のもの  

年額 ￥１４，０１０円  

※ 上記使用料は、病院局公有財産取扱規程別表第１に定める建物使用料に基づく自動

販売機その他これに類するもの設置スペースの面積に応じた使用料です。 

※ なお、使用許可後に、病院局公有財産取扱規程の建物使用料に係る改定があった場

合は、改定後の建物使用料により計算した額を基本使用料とします。 

※ 自動販売機の面積算出にあたっては、自動販売機に付設されたごみ箱の面積を合算

します。 

② 売上提案に係る使用料 

前号に記載の基本使用料に加え、運営事業者が企画提案書に示す売店、食堂等年間

売上見込額に一定の率（歩合）を乗じた額に消費税10%を加算した額（売上実績に応じ

た加算使用料）とします。 

ただし、 

ア 売上実績額が売上見込額を上回った場合は、「売店等の売上実績額（税抜）に一

定の率（提案手数料率）を乗じた額に消費税10%を加算した額」とします。 

イ 売上実績額が売上見込額を下回った場合は、「売店等の売上見込額（税抜）に一

定の率（提案手数料率）を乗じた額に消費税10%を加算した額」とします。 

③ 使用料の納付 

ア 基本使用料の納付は、当センターが発行する納入通知書により、年度当初に一括

して納付してください。 

イ 売上提案に係る使用料の納付は、当センターが発行する納入通知書により、四半

期ごとに納付することとし、年度ごとに売上実績額に応じて精算します。 

（３）必要経費等の負担 

   次に掲げる経費等は、すべて運営事業者の負担とします。 

① 使用許可部分（自動販売機を含む。以下同じ。）に係る光熱水費 

② 使用許可部分に係る清掃、廃棄物等の処理経費 

③ 通信運搬費、消耗品費及びその他売店、食堂等の運営に関する一切の経費 

④ 利用者による使用許可部分の設備汚損、破損に対する対応経費 

⑤ 売店、食堂等の運営に当たり、利用者に損害を与えた場合の損害回復及び賠償経費 

⑥ 使用許可部分に係るセキュリティー経費及び商品等に係る火災保険料等 

※ なお、使用許可部分に係る消防設備点検経費等、病院建物の維持管理のため、当セ

ンターが委託契約している業務にかかる経費については、各年度末に当センターが発

行する納入通知書により納付してください。 

 

６ 運営条件 

企画提案者の提案は、企画提案書（様式第３号）に従い提案内容の記載を求めますが、

当センターの求める運営条件（要求水準）は次の事項を基本としますので、企画提案に際

し留意してください。 

（１） 障害者雇用等への配慮 

売店、食堂等の１日当たりの利用者数が概ね２００人以上を見込まれる場合は、従  

事可能な身体障害者、知的障害者又は精神障害者を従事させることとし、障害者雇用

等の条件については、次のとおりとします。 

① 同時に３名以上が従事する場合に、そのうち１名以上障害者を従事させること。 

② 障害者雇用等の形態は、正規雇用、非正規雇用の別を問わない。 
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③ 目的外使用許可を受けた者は、目的外使用許可期間の満了後（複数年許可の場

合は毎年度終了後）３０日以内に、障害者従事報告書（別添、特記仕様書様式第

１号）を提出すること。 

なお、同報告書には、障害者雇用等への配慮事項が確認できる書類を添付する

こと。 

④ 障害者の雇用にあたっては、兵庫県健康福祉部障害福祉局ユニバーサル推進課

と協力し、雇用の確保を図ること。 

なお、障害者を雇用したにも関わらず、自己都合等の理由により障害者が退社

した場合は、同課と協力し、１か月以内に雇用の確保をはかること。 

又、やむを得ない事由により障害者雇用等が困難となった場合には、すみやか

に当センターに報告し、指示を求めること。 

（２） 売店部分 

① 営業時間等 

    原則として、平日及び土曜日         午前７時から午後９時まで 

          日曜日、国民の祝日及び休日   午前７時から午後９時まで 

          （12月29日から１月３日は営業休止可能） 

    ※営業時間の拡大は自由提案ですが、消灯時間後（午後10時以降）の入院患者へ 

の販売は控えてください。 

② 取扱商品 

  飲食物（弁当、お握り、パン、乳飲料等）、菓子、新聞雑誌類、日用雑貨、パジャ

マ、紙おむつ、下着類、切手・はがき、当センターの要請に応じた医療衛生材料等、  

利用者の嗜好に幅広く対応し、かつ、入院患者の生活必需品に配慮した品揃えを行う

こと。 

   又、宅配受付業務を実施すること。 

③ 販売を禁止するもの 

  アルコール類、たばこ及びその他療養に適さないもの。 

④ 販売価格 

  地域の小売店舗における標準的な価格を参考に、出来るだけ安価に設定すること。 

⑤ 売上実績額の正確な記録 

     売上提案に係る使用料の算定基礎となる、毎月の売上実績額をＰＯＳシステム等

により正確に記録すること。 

⑥ 付加的なサービスの提供 

     可能な範囲で、ＡＴＭサービス、コピーサービス、税等の収納代行業務、クリー

ニング受付、電子マネー決済、見舞い用品・花の取次等、利用者にとって利便性の

高いサービスを提供してください。 

（３）食堂部分 

① 営業時間等 

原則として、平日               午前８時から午後６時まで 

          土・日曜日、国民の祝日及び休日  午前１０時から午後４時まで 

          （12月29日から１月３日は営業休止可能） 

   （営業時間の拡大は自由提案ですが、出来る限り拡大を希望します。） 

② 取扱商品 

定食類、米飯類、めん類、軽食、飲物など、食堂一般が取り揃えるメニュー 

ア 外来食堂 
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    喫茶、軽食、食事について豊富なメニュー内容の変更を常時（週､月､季節など） 

   行うこと。 

イ 職員食堂 

      食事について豊富なメニュー内容の変更を常時（週、月、季節など）行うこと。 

      日替わり定食２種類以上を提供すること。 

③ 販売を禁止するもの 

   アルコール類の商品 

④ 提供価格 

 ア 外来食堂 

地域の飲食店舗における標準的な価格を参考に、出来るだけ安価に設定すること。 

イ 職員食堂 

    日替わり定食（主食、副食、副菜）は、税込500円程度の設定とすること。 

⑤ 栄養、成分等の表示 

   外来・職員食堂の各メニューについて、カロリー、タンパク質、脂質、糖分を明示

すること。 

⑥ 売上実績額の正確な記録 

売上提案に係る使用料の算定基礎となる毎月の売上実績額をＰＯＳシステム等に

より正確に記録すること。 

⑦ 廃棄物の処理、清掃 

食堂で発生した生ゴミ、缶類等の廃棄物は、運営事業者の負担で処分すること。 

又、オイルトラップ、排煙装置の清掃（ダクト配管部を除く）を行うこと。 

（４）自動販売機部分 

① 営業時間等 

     毎日、２４時間（自動販売機の保守管理等に要する時間は除く） 

② 型式・機能 

   ア 大きさ、形状は当センターが指定する場所に対応したものとすること。 

イ 偽造通貨対応及び盗難防止機能が備えられていること。 

ウ ユニバーサルデザインや省エネルギーに配慮されていること。 

エ 緊急時の連絡先を表示すること。 

オ 転倒防止の措置を講ずること。 

カ 大規模災害時に、職員が操作して、飲料水を無償で提供できる機能のついた災害

対応型自動販売機の提案があることが望ましい。 

③ 取扱商品 

     コーヒー、紅茶、お茶、水、スポーツドリンク、軽食等、利用者の嗜好に幅広く

対応できる品揃えを行うこと。 

④ 販売を禁止するもの 

  アルコール、たばこ及びその他療養に適さないもの。 

⑤  販売価格 

   販売価格の上限は、販売商品の標準小売価格とする。 

⑥ 売上実績額の正確な記録 

     売上提案に係る使用料の算定基礎となる、毎月の売上実績額を、自動販売機に内

蔵される電磁的記録機能等により正確に記録すること。 
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（５）入院セットレンタル 

① プランの構成 

ア 病衣・タオルプラン 

イ 病衣プラン 

ウ タオルプラン 

エ おむつプラン 

・最低限、下記②の品目を含み、プランの追加や構成品目の拡大については自由提案

とする。 

・衛生面に十分に配慮したものとし、病衣、タオル類については、洗濯を含むこと。 

・契約期間内でのサービスの見直しや変更に随時対応できること。 

・プラン利用者については、付属消耗品を必要時に使用できるものとすること。 

（プランによっては、対象外とすることも可。有償・無償の別を記載する。） 

② 構成品目 

ア 病衣類：S～LL各サイズ 

・浴衣タイプ寝巻き 

・甚平タイプ寝巻き 

・介護寝巻き 

イ タオル類 

・バスタオル 

・フェイスタオル 

ウ 紙おむつ 

・テープ式おむつ サイズS～LL 

・パンツ式おむつ サイズS～LL 

・ケアパッド（400ml） 

・おしりふき 

エ 付属消耗品 

・ボックスティッシュ 

・ストローコップ 

・箸、スプーン、フォークセット 

・歯ブラシ 

・歯磨き粉 

・消耗品収納袋 

③ 物品の使用目安 

商品 使用目安 

病衣 ７枚／週 

バスタオル １枚／日 

フェイスタオル １枚／日 

紙おむつ １～２枚／日 

ケアパッド ５枚／日まで 

おしりふき １０～１５枚／日 

※使用目安はあくまでも目安であり、その使用に応じて提供を行いますが、追加料金の

発生を伴わないものとしてください。 

④ 運用体制 

ア 入院患者に対する本業務内容の概要紹介は、入院時説明の際に当センター職員が
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パンフレットを配布することにより行う。なお、利用希望者がパンフレットを確認

することで、概要を速やかに理解できるよう、実施事業者はわかりやすく料金形態

が明瞭となるパンフレットを作成すること。 

イ 受付窓口は設置せず、利用者が申請書を各病棟の受付ボックスに投函することに

より申し込みを行う。 

ウ 利用者への物品提供は、各病棟保管棚から当センター職員が行う。 

エ 保管物品の在庫確認と補充は、事業者が行う。 

オ 使用物品の回収は、各病棟のリネンワゴンから事業者が行う。リネンワゴン等を

含む、回収に必要な物品については事業者が準備すること。 

カ 利用に関しては、利用者と事業者が直接契約を行い、利用料金の集金についても、

事業者の責任で行う。 

⑤ 感染症対応 

新型コロナウイルス感染症を含む、感染症患者も利用できるものとする。ただし、

当センターでは消毒・滅菌等の処置は行わないため、引き取り時の感染防止策を含め、

適切な体制を整えること。 

（６）新型コロナウイルス感染症対応による特別措置について 

基本的な運営条件は、上記（１）～（５）のとおりですが、令和２年11月現在、新型コ

ロナウイルス感染症対応による措置として、下記のとおり、特別体制で運営しています。 

企画提案においては、当センターの利用者制限等による患者数の減少が、令和３年４月

以降も当面の間、継続される可能性を考慮し、当該条件下においてのみ、（１）～（５）

の定めにかかわらず、食堂・売店等の営業時間の短縮や売上見込額を設定しない提案手数

料率の特例を認めることとします。 

企画提案書の作成にあたっては、「④企画提案書の記載方法」に従って作成してくださ

い。 

① 新型コロナウイルス感染症対策係る利用者制限の内容 

ア 新型コロナウイルス感染症患者受け入れ及び空き病床の確保 

イ 救急診療の一部受け入れ停止（状況に応じて） 

ウ 入院患者への面会の制限 

② 患者数への影響 

（通常時） 

 令和元年度・１日当たり 入院患者数＝２８７人 外来患者数＝７５４人 

（直近の状況） 

令和２年７月・１日当たり 入院患者数＝１９０人 外来患者数＝６７４人 

令和２年８月・１日当たり 入院患者数＝１９６人 外来患者数＝６１９人 

令和２年９月・１日当たり 入院患者数＝１６９人 外来患者数＝６５０人 

③ 営業時間の短縮 

売 店 ：平 日  ７：００～１９：００ 

       土日祝  ７：００～１７：００ 

職員食堂：平 日  １１：００～１５：００ 

       土日祝  休業 

外来食堂：平 日  休業（売店でのお弁当販売で代用。１１：００～１３：００はイー

トインスペースとして開放。） 

  土日祝  休業 

    ※上記は、令和２年11月現在の状況ですが、営業時間はできる限り拡大を希望します。 
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④ 企画提案書の記載方法 

企画提案書（様式３）においては、【通常時】と【利用制限時】を下記のとおりと定義

し、それぞれについて作成すること。 

【通常時】  下記以外 

【利用制限時】①入院患者への面会制限が継続されていること。 

         ②令和元年度１日当たり入院患者数を基準として、入院患者数が８割相当

（２３０人）を下回っていること。 

※ただし、上記の基準をもって直ちに運営条件の切り替えを行うものではなく、当セン 

   ターと協議のうえ、決定することとする。 

 

７ その他運営全般に係る遵守事項 

（１） 病院の売店、食堂等は、病院利用者及び職員のアメニティ向上の重要な要素である

ことを十分認識し、病院運営に貢献すること。 

（２） 従事する従業員には、病院内での売店、食堂等業務であることの自覚を持ち、清潔

感ある身なりで業務にあたる（名札必須、ユニフォーム着用が望ましい。）とともに

利用者に対し、癒しある接客対応に努めること。又、運営事業者は、これを遂行する

ため、積極的に接遇研修等の実施に努めること。 

（３） 売店、食堂等の運営に関する権利は、第三者に譲渡又は転貸しないこと。 

（４） 毎月当初に、前月分の売上実績額等、当センターが求める定期報告を行うこと。 

（５） 食品衛生法、病院管理上の諸規則その他法令、規則等を遵守すること。 

（６） 行政財産使用料及び当センターの立替え費用（光熱水費等）等の必要経費について

は、当センターが定める納期限までに確実に納付すること。 

（７） 売店、食堂や自動販売機等への商品等の搬入については、当センターが指定する時

間帯や経路に従うこと。 

（８） 商品補充（売切れ防止等）、金銭管理（つり銭対応含む。）など売店、食堂等の運

営に関する維持管理は、運営事業者が対応すること。 

（９） 売店、食堂等の販売商品や食券販売機に係る故障、問い合わせ、苦情等については、

運営事業者の責任において、迅速に対応すること。 

（10） 食堂等の周辺を清潔に保ち、悪臭を発生させず、病院の美観、衛生環境を損なわな

いこと。特に自動販売機から廃棄された空き容器を定期的に回収すること。 

（11） 売店、食堂内や自動販売機には、運営事業者や商品販売と関係の無い広告や掲示を

しないこと。 

（12） その他、売店、食堂等の運営に関し、当センターの指示や要望については、速やか

に対応すること。 

（13） 受電設備の点検等のため、事前に連絡のうえ停電作業を実施することがある。 

 

８ 非常時における対応 

 災害等の非常時において、当センターの要請に応じ施設の使用、人的及び物的支援等最

大限の協力を行ってください。 

 

９ 応募手続き 

（１）提出書類（①～⑥は各１部、⑦⑧は各８部） 

① 参加申込書（様式第１号）、連合体として参加の場合は（様式１号の2）及び（様式

第１号の3） 
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② 欠格要件なきことの誓約書（様式第２号） 

③ 令和元年度納税証明書  

④ 消費税及び地方消費税にかかる納税証明書 

⑤ 発行後３ヶ月以内の商業登記簿の｢履歴事項全部証明書｣（法人の場合のみ必要） 

⑥ 発行後３ヶ月以内の身分証明書（｢本籍地市区町村が証明するもの｣及び成年被後見

人、被保佐人とする記録がない旨の｢法務局に登記されていないことの証明｣） 

 （個人の場合のみ必要） 

⑦ 企画提案書（様式第３号） 

⑧ 会社パンフレット等その他参考となる資料（必要に応じ） 

（２）書類の提出期間 

① 参加申込書：令和２年11月４日(水)から令和２年11月13日(金)まで(土曜日、日曜日

を除く)の、毎日午前９時から午後５時まで(正午から午後１時までを除く) 

② 企画提案書等：令和２年11月20日(金)から令和２年12月４日(金)まで(土曜日、日曜

日及び祝日を除く)の、毎日午前９時から午後５時まで(正午から午後１時までを除く) 

※ いずれも郵送の場合は必着とし、参加申込書を期限までに提出しなかった場合には

企画提案書を提出できません。 

③ プレゼンテーションの実施 

  企画提案書の提出者によるプレゼンテーションを実施します。詳細については、別

途通知します。 

  予 定 日：令和２年12月18日（金） 

  予定会場：兵庫県立加古川医療センター２階 会議室１ 

（３）質問書の提出 

参加申込書又は企画提案書の提出に当たり質問がある場合は、様式第４号の質問書によ

り、持参、郵便又は電子メールにより提出してください。 

 

提出期間  令和２年11月４日（水）から令和２年11月13日（金）まで 

※土曜日、日曜日を除く、毎日午前９時から午後５時まで 

（正午から午後１時までを除く。） 

回  答  令和２年11月17日（火）から令和２年11月19日（木）まで 

の毎日午前９時から午後５時まで(正午から午後１時までを除く。) 

の間に、(4)の場所で閲覧方式にて行うとともに、電子メールにより 

参加申込者全員に回答を送付します。 

（４）提出先 

〒675－8555 兵庫県加古川市神野町神野203 

            兵庫県立加古川医療センター 総務部経理課 

          電 話 079－497－7000（内線2223） 

          ＦＡＸ 079－438－8800   

 

10 企画提案書作成上の注意 

（１）規格はＡ４版とします。 

（２）分かりやすく簡潔に記載してください。 

（３）添付書類は必要最小限のものとしてください。 

（４）企画提案書は返却しません。 

（５）企画提案書や必要書類の作成・提出に係る一切の費用は、企画提案者の負担とします。 
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（６） 企画提案者から提出された企画提案書の著作権は、企画提案者に帰属します。又、提 

出書類に記載された個人情報は、本件運営事業者選定のための評価・手続きに使用する 

こと以外に、企画提案者の承諾を得ずに使用ないものとします。 

 

11 企画提案書の審査及び結果の通知等 

企画提案者から、提出された企画提案書等の内容を審査した上で、企画提案者の中から最

も優れた運営事業者を選定します。 

（１）決定方法等 

当センターに設置する審査委員会で総合的に評価した上で、最も優れた企画提案者を

運営事業者に内定（内定された運営事業者は、以下「内定運営事業者」という。）しま

す。 

ただし、本項（４）により、当該内定運営事業者の内定が取り消された場合は、次点

の企画提案者を新たな内定運営事業者とします。 

なお、提案内容の審査は書面によることを基本とし、提案の内容・趣旨を正しく理解

するため、必要に応じて審査委員会で個別にヒアリングを行う場合があります。 

（２）審査結果の通知 

審査結果は企画提案者全員に、当センターから通知を発送します。 

（３）行政財産使用許可申請の手続き 

内定運営事業者に選定された者は、当センターが指定する期日までに行政財産目的外

使用許可の申請書類を当センター総務部経理課に提出してください。 

（４）内定事業者の取消し 

次の場合には、運営事業者の内定を取り消すものとします。 

①  正当な理由がなく、本項（３）に記載する期日までに行政財産使用許可の申請書類

を提出しなかったとき。 

② 内定から行政財産使用許可の手続きまでの間に、内定運営事業者の諸般の事情変化

等により企画提案した売店、食堂等の運営が確実に履行できないと当センターが判断

したとき。 

③ 著しく社会的信用を損なう行為等により、売店、食堂等の運営事業者としてふさわ

しくないと当センターが判断したとき。 

 

  

 


